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    午前１０時０２分 開会・開議 

○議長（米澤秋男君） 本日は、大変御苦労さまでございます。 

  初めに、早坂良平君について御報告申し上げます。 

  12月８日付で仙台高等裁判所長官より、早坂良平君の選挙違反による判決宣告が12月６日に

確定したという通知が届きました。その結果、公職選挙法 251条が適用され、当選人の選挙犯

罪による当選無効となるものであります。 

  なお、選挙管理委員会では12月９日に告示されました。よって、本議会においては定数20名

でありますが、１名の欠員となります。 

  以上、報告いたします。 

  直ちに本会議に入ります。 

  ただいまの出席議員は18名であります。７番下山孝雄君より遅参届が出ております。 

  定足数に達しておりますので、これより平成17年加美町議会第４回定例会を開会いたします。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

 議長の諸般の報告につきましては、プリントにて配付いたしておりますので、ごらんいただ

きたいと思います。 

 町長の行政報告につきましては、お手元に配付のとおり、文書で報告がありましたので、ご

らんいただきたいと思います。 

 

    日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（米澤秋男君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第 116条の規定により、２番米木正二君、４番一條 光

君を指名いたします。 

 

    日程第２  会期の決定 

○議長（米澤秋男君） 日程第２、会期の決定の件を議題といたします。 

  お諮りします。本定例会の会期については、議会運営委員会から答申がありましたとおり、

本日から21日までの７日間といたしたいと思います。これに御異議ございませんか。 

        〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（米澤秋男君） 御異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、21日までの７日間 
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と決しました。 

 

    日程第３ 一般質問 

○議長（米澤秋男君） 日程第３、一般質問を行います。 

 一般質問の順序は、通告のあった順序で行います。 

  それでは、通告１番、12番近藤義次君の一般質問を許可いたします。御登壇願います。12番

近藤義次君。 

    〔12番  近藤義次君  登壇〕 

○12番（近藤義次君） 通告に従って御質問いたしたいと思います。 

  介護保険が10月に改正されまして、居住費なり食費の支払いが増加をいたしたわけでありま

す。その中で、大変生活が苦しくて困っている方々が多いやに聞いているわけであります。色

麻の入院している方々が３万 5,000円から４万円ぐらいの値段が上がっていると。デイサービ

スにしても食費が 200円から 300円上がっているというような状態の中で、大変だというよう

なことがささやかれているわけであります。 

  また一方、国民健康保険税の滞納が非常に多いわけであります。全国的に90％を割らんとす

る現状で、老人世帯の中では国民健康保険証をもらわないと全額負担しなければならんという

ような情勢になりつつあるわけであります。法律では納めなければ国民健康保険証を渡すこと

ないんだということになっているわけでありますが、そういうわけにもいかないのが現状であ

ります。その辺の考え方について町長に御質問をするものでございます。 

 次に、地震対策を含めた災害に強い安心・安全のまちづくりのために期待できる消防団員活

動の充実ということでありますが、各部落によって消防団員が２名、３名しかいない。例えば

十日市、あさひのように消防団員が少ない部落もいるし、全体、加美町の各部落を見ても非常

にアンバランスなわけであります。やはり消防団の活躍なくして災害復旧はないと思うのであ

ります。そういう意味において、部落で消防団員が少ない部落については、ある程度の行政指

導でお願いをして、少なくともやっぱり部落に10人ぐらいの消防団がいなくては大変なことに

なるんではなかろうかというようなことを感じておりますので、この辺に対する対策について

お尋ねをいたしたいと思うのであります。 

  次に、今いろいろ三位一体改革やら行政改革やら、大変新聞紙上をにぎわわせているわけで

ありますが、当然、交付税の配付が減らされることは言うまでもないと思うわけであります。
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やはり17年度の予算の中での賛成討論でも申し上げたんですが、今後 140から 150億円ぐらい

の加美町の予算で進むんではなかろうかというような感じがいたしておったのであります。 

 合併当初が大体 180億円、３町でですね。 180億円前後の３町合わせて予算があったわけで

ありますが、15年、16年、17年となるに従ってですね、果たして18年度でそれなりの予算が組

めるのかどうか。地方交付税の歳入を見込むことができるのか。今、合併町村に対する地方交

付税を減らす減らさない、あるいはその問題、大分総務省の中でも問題にされているようでご

ざいますが、その辺についての考え方をお尋ねいたしたいと思うのであります。 

○議長（米澤秋男君） 町長。 

    〔町長  星 明朗君  登壇〕 

○町長（星 明朗君） 皆さん、おはようございます。 

  今期定例会、よろしくお願い申し上げます。 

  まず、第１番の通告でありますが、近藤議員から三つの質問をちょうだいをいたしました。 

  まず、第１点でありますが、老人対策についてでございます。 

  介護保険法の改正に伴います高齢者の月々の負担が大変多くなるという方向になってござい

ます。これは御意見のとおりでございます。 

  まず、介護保険から給付される費用の効率化を図るために、在宅と施設における給付の負担

の公平を図るということで介護保険法が改正をされまして、本年10月から施設入所者の食費と

居住費が保険対象外となったということであります。平均して月２万円、居住費が１万円、こ

れだけを考えても３万円の負担増ということになるわけでありますが、特に所得の低い方、非

課税世帯の方々については、介護保険負担限度額認定証の交付をいたしまして所得の段階に応

じた軽減措置を図っているというのが現実であります。我が町には 160名ぐらいいるというこ

とでございます。 

  さらに、町としては、社会福祉法人等による生活困窮者に対する介護保険サービスに係る利

用者負担軽減制度事業実施要領というものを町で策定をいたしまして、10月１日からこれも該

当するように実施をいたしております。 

  この制度は、いわゆる社会福祉法人でありますから、この場合には青風園、やくらいサンホ

ーム等々、いわゆる特別養護老人ホームが該当するわけでありますが、あるいはデイサービス

センターを利用する低所得者の方々の４分の１を軽減した場合に、町が軽減額の半分、ですか

ら８分の１になるんでしょうかね、法人に助成をするということで、低所得者が従来どおり施

設が利用できるように配慮していると。実際この適用を受ける方々は、加美町では14名だとい
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う数字が出てございます。 

  次に、保険税の未納者に対する対応ということでありますが、それぞれ滞納してらっしゃる

方々、いろいろな原因があるわけであります。特に日本の税体系では前年度の所得に対して課

税されるということでありまして、前年度所得があってもですね、失業等によって……。国保

税の場合は特にでありますが、国保に入った、そして失業中であるけれども、所得が少ないの

にもかかわらず、前年度所得方式ということで、どうしても税額が高くなりがちだという仕組

みがございますので、そういう場合には負担を軽減する減免制度もありますけれども、それら

を含めた納税相談等々を行っているというのが現状でございます。 

  資格証明ということでありますが、これは75歳以上の方々については交付できないといいま

すか、法律で禁止されておりますので、いわゆる高齢者対策ということだろうと思いますが、

いずれにしても救済をしていかなければならないということでございます。 

  色麻町の話題が出ておりますけれども、それも一つの方法だとは思いますが、それぞれその

御家庭、御家庭の状況を相談に応じながらですね、悪質な方々に対してはそういう措置もやむ

を得ないと思いますけれども、それぞれその事例、事例によって対応し……。大変財政的に

は、国保財政、厳しいことでありますが、いわゆる住民の皆さんのための国民健康保険制度で

あるということを十分に考えながら、それぞれの事例に対して対処してまいりたいと思ってご

ざいます。 

  次に、防災対策、消防団の現状でありますが、現在、加美町には７分団20部67班という組織

でございまして、加美町の消防団の定員は 660名でございます。11月現在の現員は 623名であ

りまして、差し引き37名のマイナスでございます。毎年、各班……、常々ですね、各班にお願

いし、団長さんを初め幹部の方々にお願いし、充足をするようにお願いをしているんでありま 

すが、なかなか 100％の充足率ということにはなりません。なってないのが現状でございます。 

  ただ、目の前に宮城県沖地震等々の災害が予測される中で、一番頼りになるのが御指摘のと

おり消防団員でありますし、それぞれの地域にいらっしゃるわけでありますが、御指摘のとお

り、非常にばらつきがあるといいますか、御指摘のとおりでございます。しかし、そういうと

ころについては、やっぱり地域防災ということから自主防災組織を強固なものにしていって、 

婦人防火クラブ等々も機能していただいて対処しているというのが現実でございます。 

  常々申し上げているんでありますが、消防団員の方々は、一応事あるときに地元に残ってと

いうことも必要なんでありますが、まず、その災害の状況を判断したときに、その度合いによ

って必ず招集、参集するということになってますから、地元に残るということは余り少ないわ
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けであります。それで、第１点で、現場に急行するということになりますと、やはりその地域

に残っている人たちが自分たちで避難なり、第１次的な避難なり救済なりをしなければならな

いということで、その防災組織というもの、自主防災組織というのをもっともっときちっとし

たものに持っていかなければならないということで、今年度の総合防災訓練の中でもそういう

ＰＲ、促進を図るための意識づくりをやっているところでございます。 

  いずれにいたしましても、それぞれの地域の状況を見ながら、定員まで持っていけるように

今後とも努力をしてまいりたいと思ってございます。 

  ３番目、財政計画でありますが、御案内のとおり、平成15年は 180億円という大変大きな予

算規模でございましたが、前にもお話をしてございますように、15年度については、合併初年

度については、それぞれ旧３町の積み残しの部分といいますか、ありましたものですから、一

時期に30億円程度の予算規模の増大がございましたけれども、ちなみに16年度が 140億 500万

円、17年度が 140億 650万円、大体 140億円ぐらいで推移をしているわけでありますが、どう

も18年度はそこまで行くかどうかということで、現在、予算編成の準備を進めているところで

あります。 

  いわゆる三位一体改革が現実のものになってきて税財源が地方に配分されるということにな

りますと、いわゆる国税五税の国の額が当然のことながら地方に配分されるわけでありますか

ら、全体の量が減ってまいります。いわゆる分母が減ってまいりまして、地方交付税の割合と

いうものは、国税五税の中からある一定の割合を控除した額を各市町村に交付をするというこ

とになりますと、その率が従来のままであっても、分母が少なくなってくる、小さくなってく

るわけでありますから、全体的に交付税の額が少なくなってくるというのは、これは理の当然

でございまして、そういうことからして毎年交付税の額が減少しているということも事実でご

ざいます。現在の状況では 130億円台になるのではないか。 

  ただし、この 130億円というのは、いわゆる現在の収支の見通し、特に収入の見通しから立

てたものでありまして、そこに臨時的な大きな事業が入ってまいりますと１億あるいは10億ぐ

らいの伸び縮みがあるというのが現状でありまして、現在、予算、各課からの予算をまとめて

いるところでございます。 

  今、財政計画を策定中でございます。今後10年間見通したものを策定中でありますが、これ

は３月議会に皆さんにお示しできるように今努力をしてございますが、現時点では加美町の予

算規模はやっぱり 130億円前後で推移をするのではないかという見通しでございますので、そ

のような現状を踏まえて、どう予算配分をし重点的な事業を展開をしていくかということをき
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ちっとした計画のもとに推進しなければならないと思ってございます。 

  合併効果によります人件費の削減が83億円という、を含んでおりますし、交付税とか国・県

の補助金、これも交付税化等々で呼び名が違ってまいりましたけれど、約18億円の財政的な優

遇措置がございましたが、いわゆる平成18年の年度末に大きく合併市町村が出てまいりますの

で、この支援策も３年間で大体終わりということでありますから、非常に苦しい状況になるこ

とは必至であるというふうに思います。以上でございます。 

○議長（米澤秋男君） 12番。 

○12番（近藤義次君） ２番の消防団の問題でありますが、十日市、あさひ、岡町、部としてや 

っているわけでありますが、その中に班があって、班長が皆岡町の人たちがしているというよ

うなことで、大変不自然だなというような感じを受けるわけであります。当然、十日市も少な

い、あさひも少ない。ほかの地区でもそういう部門があろうかと思いますが、そういうこと

で、やっぱり班長をやってても、やっぱり岡町にいて十日市の人が１人か２人しかいなくて、

その中で五、六人の部下を率いてやるということに、大変……、何となく心にわだかまりを感

じるというような話をたびたび聞くわけであります。そういうことで、何とか行政的な面での

指導の中で、区長を通じて、あるいは班長を通じて……。 

  かつて、こういうことがあったわけであります。商工会の方々に消防団に入っていただい

て、金物屋が副部長になったり、役をつけて柱棟に入ってもらって、日中商店街の方々がいる

わけですから、そういうことで優遇措置をして入ってもらったという時期もあったわけであり

ます。そういう点で今後ともいろいろ考えていただいて、その辺よろしくお願いいたしたいと

思うのでございます。 

  それから、財政計画の中ででありますが、合併前に渡された財政計画の中で、18年度の場合

ですと、やっぱり66億円ぐらいの交付金が入るというような計算でなされているわけでありま

す。こういう計算でずっと10年、24年度までの計画がなされたわけでありますけれども、果た

して今年度、どのくらいの交付税が来るものか、今の中での推測としてお尋ねいたしたいと思

うのであります。 

○議長（米澤秋男君） 町長。 

○町長（星 明朗君） あくまでも試算でございまして、財政計画での見通しの中では、地方交 

付税は58億 3,000万円という数字を見込んでございます。これは事務方の今現在の試算であり

ますし、特別交付税等々がどういうふうに推移をしていくかということもございますので、こ

の数字がひとり歩きすることは避けなければならないのでありますが、机の上での試算はその



-10- 

ようなことになってございます。 

  それから、消防団員につきましては、もう一度行政区ごとの班の団員の実情を見ながら、再

編計画といいますか、充足計画を団長と協議をしながら進めてまいりたいと思います。以上で

あります。 

○議長（米澤秋男君） 12番。 

○12番（近藤義次君） それから、過疎債の問題でありますが、学校の中学校の整備、あるいは 

新庁舎を建てる場合についてもですが、果たして過疎債というのはどの程度加美町として認め

られるものかどうか、その辺についてお尋ねいたしたいと思うのであります。 

○議長（米澤秋男君） 町長。 

○町長（星 明朗君） 過疎債につきましては、前期、後期の計画を出してございますが、その 

計画に沿って年度ごとの配分がどう認められるかというのは、毎年数字的には変わってまいり

ます。過疎債を充当できるものと合併特例債で事業を進めるということ、少しダブりがあるん

ですね。両方のせておりますので、一概に幾らということは、今ちょっと計画書が手元にない

ので担当課長から説明させますけれども、現状としてはそういう現状でございます。 

○議長（米澤秋男君） 企画財政課長。 

○ 企画財政課長（早坂 仁君） お答えします。 

平成17年度の起債の事業計画で今出しているところでございますけれども、それでは６憶 

 7,500万円の申請をしております。（「終わります」の声あり） 

○議長（米澤秋男君） 以上をもちまして12番近藤義次君の一般質問は終了いたしました。 

  次に、通告２番、４番一條 光君の一般質問を許可いたします。御登壇願います。４番。 

    〔４番  一條 光君  登壇〕 

○４番（一條 光君） 登壇のお許しをいただきました一條です。 

  今回は、通告に従い、加美町の畜産振興策に絞って質問いたします。 

  日本経済は、ここに来て地価の下げどまりや株価の上昇など、バブル経済後の暗く長いトン

ネルを脱するかのごとく報じられていますが、地方経済までは波及しておらず、依然として厳

しい状況が続いております。 

  とりわけ農業を基幹産業と位置づける加美町も、昨年から米価の大幅な下落により農家所得

は激減し、時代の流れに沿うかのごとく借り入れをしてまで規模拡大をしてきた農家ほど深刻

な痛手をこうむっています。かつて生産基盤であり、かつ財産であってはずの農地も急激に下

落し、従来の半値はおろか、地域によっては10アール当たり10万円という取引さえ出現してい
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ます。 

  平成16年度の加美町の米の販売高は、種もみ、転作大豆合わせて33億円余りであり、そこか

ら得られる所得は推して知るべしであります。こんな状況の中で思いのほか健闘しているのが

畜産であります。平成16年度の本町の販売額を大まかな数字で述べますと、豚が１億 5,000万

円、肉牛が２億円、肉用子牛が７億 7,000万円、成牛が16億円、締めて27億円となります。こ

の販売額は水稲全体と大きく変わるものではなく、町全体の農業では大きなウエートを占める

部門であります。 

  私自身、この職種に携わる者として、また生産現場の声をもとに、以下４点にわたって伺い

ます。 

  初めに、土づくりセンター建設の進捗状況について伺います。 

  家畜排せつ物規制法が昨年11月罰則規定を伴ってフル施行されたこともあって、環境に配慮

した畜産経営が要求されるようになりました。これまでの設備投資は収入に結びつくものであ

ったものが、経営を持続していくためとはいえ、収入に結びつかないこの部門への投資は大き

な負担でありました。 

  その後、農家は表面的には自前の施設を整えたものの、内情は単なる一時ストック的なもの

であり、土壌が要求する完熟した有機質をつくるにはほど遠い施設でしかありません。農家

個々の力ではどうしても限界があります。幸いにして町はこの点を深く認識し、土づくりセン

タ 

ーなるものへ取り組んでおりますが、建設に向けての進捗状況を具体的に伺うものであります。 

  また、この種の施設運営には搬入料金と製品の販売額だけでは賄い切れないことが予想され

ることからも、学校や会社などから出される食品残渣等生ごみを合わせて処理できる施設にす

ることが運営費を抑えることになると考えます。自分たちの町で出たものは自分たちのところ

で処理する自己完結できるシステムをつくり上げることが大切だと考えますし、こういった展

開を進めることこそ向山地区の産廃処分場建設反対を主張できる取り組みになると考えます。

この取り組みについて伺います。 

  関連してもう１点伺います。 

  本町の下水道条例に家畜のし尿処理をする際の基本料金は、１頭当たり 190円と明記されて

います。しかし、排水基準をクリアするには膨大な希釈水を必要としたり除害施設を設置する

必要性があり、現実的ではありません。一方、堆肥を上手に発酵させるには水分を一定の割合

まで低める必要があります。このため、これに費やす調整剤は半端な量でなく、結果的にさら
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に多くの堆肥生産をすることになってしまいます。 

  そこで、最近注目されているのが、水分を分離し固形分をコンパクトな量で抑え発酵しやす

くし、水分は浄化槽で処理する方式です。若干経費はかかるものの、今後の国の財政を考える

とき、農林予算そのものが総量規制され、しかも補助事業体質から所得補償方式へ向かうとき

に、戦略的にも整えられるときに整える必要があると考えますが、見解を伺います。 

  次に、育成センターの充実について伺います。 

  加美町畜産の中で繁殖牛、乳牛は合わせて 5,900頭が 640戸によって飼われており、極めて

すそ野の広い分野であります。現在、薬莱地区に農協の施設を譲り受けた形で約50頭が預託牛

として飼養され、このほかに色麻町、岩出山町に60頭、そして北海道にさらに70頭が預託され

ています。若いときの育て方が一生の生産性を左右するのは何も人に限ったことではなく、牛

はさらに大事な期間となっています。今は夏だけの預託がなされていますが、これを通年通し

て預託できる施設の充実を図ることこそが、広大な草地を開発し、その後、有効利用を図るこ

とにもなり、観光事業を導入した後の牧歌的な風景を位置づけることにもなること、あわせて

町畜産全体のファンダメンタンス、いわゆる基礎的条件を整えることになると考えますが、町

長の見解を伺います。 

  次に、肉用子牛のブランド化への取り組みについて伺います。 

  肉用子牛市場がかつて宮崎小泉地区から小牛田町の宮城総合家畜市場となって７年目を迎え

ています。かつては市場の中でも小野田、宮崎の生産牛が市場平均より高値で推移してきたも

のが、ここに来て余り目立たなくなってきているような気がいたします。 

  申すまでもなく、肉牛の価値は肉質と枝肉の量、つまり目方で決定づけられることから、購

買者は血統を重視し、発育状況を見ながら値をつけますが、値がいいからということで基礎牛

に残しておきたい牛まで販売されていると言われます。現在、加美町には改良組合、改良推進

組合があり、一定の条件をクリアした牛には、町の助成を含め、保留のための交付金が３万円

から５万円交付されていますが、目標の頭数にすら達していない状況のようであります。これ

を九州の宮崎・鹿児島地区と比較すると、10万円から20万円拠出しているとも伺います。 

  かつて宮城県知事よりも功績を残したと言われる名種雄牛「茂重波」が没して久しく、その

名声のみにすがる時代は去ったと考えます。時代のニーズを先取りし、改良組合を整備し計画

的導入を図り、いいものは必ず残して基礎牛にする体制を整えることが新しい加美町のブラン

ドづくりになると考えますが、町長の見解を伺います。 

  次に、共有地利用者への耕作証明交付について伺います。これは主に農業委員会会長に伺い
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ます。 

  この点に関しましては、先般の議会において伺った経緯経過があり、その後、台帳を整備

し、持ち分所有面積に関しては証明書を交付できるまでになったことは、ある部分では前進で

あると考えます。 

  しかし、改めてこれら共有地を考えてみますと、国営パイロット事業という国策に沿って開

拓し、畑地化したものであります。広大な面積ゆえに共有者数も数十人であったり 100人を超

す所有形態もあり、筆数も20筆にも達するところもあります。しかも、１筆が20ヘクタールと

か30ヘクタールを超すものがあり、それを使用区分することによって管理する地権者組合と賃

貸借関係を結び利用している実情にあります。 

  広い面積を相手に採草作業を行う設備投資は半端なものではありません。農家が登記簿上農

地であるところを耕しているのに、しかも賃借料を支払っている実績があるのに、耕作と認め

ないというのは不思議でなりません。本来の手続に合致しないからといって一蹴するのはいか

がなものかと考えます。 

 問題は手続そのものが現実的でないというところにあると考えます。本来あるべき姿のとお

り行うとすれば、大きな面積を有する区画に関しては、使う面積によって分筆をし、そのため

には地権者全員から承諾をもらうこと、また過半数の承諾を得て賃貸借関係を結んだにせよ、

賃貸料をどんな範囲に支払うのか。貸すのを拒否した人たちに供託所を通じて支払うのか、し

かも、場所、面積が変わるたびにこの作業を繰り返すことになるということになると、気の遠

くなる話であります。開拓以来三十数年経過すると相続によって所有者はさらに広がり、北海

道から九州まで散在することから、これらの方々から一個人が一々了解をとることは現実的で

はありません。何らの代替案を示さずに、まかりならんの一点張りは、現場を無視した農家に

不利益をこうむる対応でしかありません。 

  指導機関と言われる県においても、一度も現場に調査に訪れた形跡はなく、指導力不足と言

わざるを得ません。的確な指導がない場合、及び迷ったときの判断は耕作者の利益にという原

則に従い、加美町農業委員会は余り恐れずに耕作を認めべきと考えます。そうすることが手続

的には補足できない部分を地元の裁量にゆだねるために町ごとに設置された農業委員会の使命

であるとともに、存在意義がそこにあると考えます。そのことがやがては関係する畜産農家の

経営安定につながるものと考えますが、農業委員会会長の見解を伺います。 

  以上、４点を伺いまして、私の質問を終わります。 

○議長（米澤秋男君） 町長。 
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    〔町長  星 明朗君  登壇〕 

○町長（星 明朗君） ４番一條議員からは四つの質問をちょうだいいたしました。町長あてに 

は三つでありますので、答弁をさせていただきたいと思います。 

  まず、畜産振興についての中の第１番目、土づくりセンターの推移でありますが、実は土づ

くりセンターの資料については、各議員に資料を差し上げておりますので、後でごらんいただ

きたいと思いますが、御案内のとおり、御意見のとおり、土づくりセンターは二つの使命とい

いますか、役目があるんだろうというふうに思います。 

  一つは、まず環境整備といいますか、畜産環境、廃棄物の処理に伴う環境整備ということだ

ろうと思います。そして、もう１点は、いわゆる循環農業ということで、そこから生産されま

す有機の良質な肥料といいますか、堆肥を農地に還元をする。そして、そのことによって生産

された加美町の農産物は、他地域の農産物よりもこだわりの農産物ということで、いわゆるブ

ランド化といいますか、競争力を強めていくということで、前々から土づくりセンターをつく

るということについて計画を立てておったところであります。 

  現在の進捗状況でありますが、国の補助事業の採択申請協議と規模決定のための農家の皆さ

んへのアンケート調査、あるいは住民説明会を並行して進めているところであります。補助事

業の協議につきましては、資源リサイクル畜産環境整備事業によって、18年度が計画で、採択

をいただいて19年度から建設に入るというただいまの見通しでございます。 

  アンケート調査、あるいは４番議員も研究会の会員としてこの土づくりセンターに御意見を

賜っておるわけでありますが、皆さんの御意見を伺って、建設場所、規模等々について今協議

を進めているところでありまして、加美町内の４カ所を候補地に挙げていろいろ検討いたしま

したが、現在は２カ所、旧小野田地区薬莱周辺と、旧中新田地区の青木原という２カ所に絞っ

て現在検討中でございます。 

  そのことについて、建設の事業主体であります町と管理主体であります農協との協議により

まして、確認事項を経て現在進めているところであります。現在は周辺の区長さん方に説明を

し、今後、耕種農家の皆さんのアンケート調査、あるいは処理システム等の具体的な計画を策

定しながら進めるということにしてございます。 

  それから、いわゆる完成してできたものを買っていただかなくてはならないわけであります

が、そのことについても農家の皆さんの御意見を伺って、７割、８割方、売れるという見込み

を持ってございます。 

  もちろん、このことについては、いわゆる畜産農家の皆さん、それから一般農家の皆さんの
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協力をいただくということでないとこの事業が進展をいたしませんので、今後もそのことにつ

いてＰＲをし、協力をいただくように進めていかなければならない。むしろ、土づくりセンタ

ーの建設は遅きに失したという感じがなきにしもあらずでありますので、今後力を入れて、各 

方面と連絡をとりながら、補助事業ベースに乗るように努力をしてまいりたいと思います。 

  それから、その事業の中で、いわゆる公共あるいは企業のごみ、いわゆる生ごみについて

も、これは副資材として投入をするということも大変有効なことであろうかと思います。 

  御案内のとおり、現在大崎広域の管理になりましたが、旧大崎西部環境衛生組合の中のいわ

ゆる人間の廃棄物の処理の中で、汚泥再生処理センターの中で、生ごみ１トンを処理して、そ

こから六の国コンポストという形でいわゆるコンポスト化したものも、ほぼ順調に一般家庭で

処理していただいておりますので大量に出るわけでありますから、このことについても検討し

てまいります。 

  ただ、この場合、公共、企業、一般家庭まで広げますと、いわゆる分別という問題が出てま

いります。いわゆる食物残渣だけきちっと分別しないと、そのコンポスト化したものが非常に

質の低下を来すということでありますから、とりあえず公共施設等の生ごみをこの副資材とし

て投入をするということに考えてございまして、今検討しているところでございます。 

  それから、尿処理でありますが、これは畜産農家の方々も大変頭の痛いところであります

し、小野田地区、宮崎地区のいわゆる特環下水道の中でも、本来は処理をしなければならない

のでありますが、一度もやってない状況でありますし、何十倍と希釈をしなければならないの

で、これは機能してないというのが現実であります。非常に頭の痛い問題であります。尿を処

理する場合の水分調整施設、それからもみ殻等の副資材の調達等々、非常に困難な状況にござ

います。ある程度の脱水調整処理施設もこの土づくりセンターの中で設置が可能であれば、そ

のことも考えていかなければならない。これは膨大な量になりますので、いわゆる排水処理セ

ンターを一つつくるぐらいの、全部処理するとすればですね、膨大な経費がかかりますので、

これは避けて通るということではないのでありますが、どの程度処理できるかということの可

能な範囲をこれから検討してまいると。その中で検討してまいらなければならないと考えてご

ざいます。 

  それから、育成センターでありますが、その中では通年放牧ということ、あるいは機械施設

の整備充実ということの御質問であろうかと思いますが、現在、町営小野田薬莱放牧場の通年

放牧を含む施設の充実整備についてでありますが、御承知のとおり、宮崎の田代放牧場の休止

などもあって、現在運営しておりますのは薬莱原放牧場だけでございます。16年度は私の手元
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の数字では45頭でございます。代替の放牧としては色麻町、御質問にありましたとおり色麻町

に委託でありまして、年間 160万円の委託料をお払いしているということで、16年度が75頭と

いう数字が出てございます。 

 それで、今後やはり通年の放牧場の設置ということを考えていかなければならないのであり

ますが、現在、県内の公共放牧場では、県の岩出山町牧場含めて10カ所ありますが、必要性と

現実は大変裏腹でありまして、財政的な面、管理面から、どうしてもスリム化、縮小、あるい

は民間農家への管理移行、閉鎖ということの方向が現在検討されているような状況でございま

す。 

  周年放牧を受け入れているのは県内では御案内のとおり丸森町１カ所、１町村だけである

と、必要性は皆理解をしておりながらも、なかなか経営上問題があるということで、そのよう

な現状になっているんだろうというふうに思います。今後、町としては、施設、基幹施設の整

備とか販売面を担う農協さん等々と協議をしながら検討していかなければならないだろうとい

うことでございます。 

  北海道にも私の方の数字では 100頭委託をしているということでございます。そういうよう

な状況を踏まえますと、やはり繁殖農家等々の皆さんの年齢的なものも考えますと、適地はあ

るわけでありますから、農家の皆さんの意向を踏まえて、どのような規模でどう運営をしてい

くかということも含めまして、農協等々と検討しながら、どういう管理方法がいいのであるか

ということを検討しながら、放牧場の設置を進めていくといいますか、考えてございます。 

  それから、３番目の保留牛等々の問題でありますが、御案内で、御質問にもありましたとお

り、高値で推移をしておるものですから、どうも保留をしておかないで売ってしまうという農

家もたくさんあって、御存じのとおりだと思います。 

  ただ、昨日もある方とお話をしたんでありますが、非常に小牛田市場、高くなっているよう

であります。70万円から80万円という数字で、結果的にはよかったねというお話であります

が、一方では、なかなか地元の農家の方々が、値段が高いということで、なかなか買いにく

い。売る方はいいんだけれども、導入する方は導入が難しくなってきている。むしろ北海道あ

たりに行って買ってこなきゃならないという状況でありまして、どちらもうまくはなかなかい

かないものだなということであるようであります。 

  現在、ブランド化については、茂重波のお話もありましたけれども、優良種雄、あるいは優

良雌・雄の確保によって、仙台牛、いわゆるこの地域での仙台牛のブランド化を目指している

ということでありますが、その加美町の基準としては、保留牛の基準は母牛で81点という数字



-17- 

なそうでございます。以上ということです。それから、県内産の雄牛産子でありますが、現在

４割程度ということだそうでございます。それから、産子検査基準Ａ３以上、これは発育基準

なそうでありますが、そういう基準なそうであります。対象は町内農家等であるということで

ございます。 

 それから、保留牛の奨励補助金のことについてでありますが、御案内のとおり、全く出して

ないところから、加美町は、数字がちょっと違うようでありますが、町が３万円、それから和

牛改良推進組合が３万円、そして和牛改良組合が２万円で、合計８万円交付している。現実と

してはそうなそうでございます。現在は10頭程度しかないということであります。 

  この組合が二つございまして、種牛と雌牛の組合が違っておりまして、現在、統合というこ

とについてもいろいろ話が出ているんでありますが、なかなか難しい状況であるようでござい

ます。 

  保留牛制度というのは、いわゆる改良上ですね、肉用牛の改良上、大変不可欠なものであり

ますから、継続的に実施をしていかなければならないのでありますが、奨励補助金を、単に補

助金を出せばいいというものでもないような気がいたしております。１頭当たりの定額を市場

価格に応じて交付をしたりしながら、農家負担も含めた基金の創設等によって、この制度をよ

り充実したものにしていく必要があるのではないかと思ってございます。 

  私からは以上３点について答弁を申し上げました。 

  以下、農業委員会会長からお願いをいたします。 

○議長（米澤秋男君） 農業委員会会長。 

    〔農業委員会会長 兎原伸一君 登壇〕 

○農業委員会会長（兎原伸一君）  ただいま採草共有地利用者への耕作証明書交付について御質 

問いただきました。 

  この耕作証明書の取り扱いについては、耕作証明事務処理要領を定めておりますので、それ

に基づきまして本人に申請していただき、代理の場合は委任状が必要になってきますが、それ

によって農地基本台帳に基づきまして経営面積を確認して証明書を発行しております。 

  この共有地の件につきましては、昨年９月定例議会で質問がございました。それで、何かよ

い処理方法がないものかと県の方に御相談申し上げました。県の農業振興課農地調査班に御相

談したところ、回答いただきました。 

  それによりますと、耕作証明書の定義として、申請者が関係農地に関して自作または小作に

より適法に耕作していることを証明するものでありますので、その観点からしますと、農地法
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や農業経営基盤強化促進法による権利設定がなされていない当該農地におきましては、農業委

員会が耕作証明書を発行するということは、農地法をつかさどる農業委員会の行為としては適

当でないとの回答でございました。 

  なお、共有地の賃貸借につきましては、民法 252条の規定によりまして共有持ち分価格の過

半数の同意が必要であるということから、その同意を得て、農地法３条の許可を得て適法な耕

作状態にした後、耕作証明願を申請する必要があるということでありました。 

  また、農業経営基盤強化促進法による権利の設定の場合は、農業経営基盤強化促進法第18条 

第３項第３号の規定によりまして、共有者全員の同意が必要であるという指導がありました。 

  そこで、まず最初にやることは基本農地台帳に載せるということでございます。そこで、共

有地の個人持ち分の面積につきましては、農地基本台帳の整備が必要でございますので、現在

その作業を進めているところでありまして、もう間もなく完了する予定でございます。 

  また、賃貸借につきましては、今質問の中にもありましたが、全員の同意を得るということ

はなかなか難しいのではというふうに私どもも思っておりますので、民法 252条の規定により

ますと持ち分価格の過半数の同意があればよいということでございますので、それに基づきま

して、ぜひ基本台帳に反映させていきたいなというふうに考えております。そのためにも、町

と連携をとりながら、組合の代表者の方々と御相談申し上げ、説明会を開催して、ぜひそれを

実行していきたいというふうに思っております。 

  なかなか面積も広大ということで、そしてまた、所有者も広範囲にわたっているというよう

なお話も聞きますので、その実態を現状もまだよく把握しておりませんので、その辺も把握し

ながら、その組合員の方々とのお話し合いを進めながら、ぜひ台帳に載せるようにしながら、

そしてまた、証明書の発行にこぎつけるようにやっていきたいというふうに思っておりますの

で、御理解いただきたいと思います。 

○議長（米澤秋男君） ４番。 

○４番（一條 光君） 再質問させていただきます。 

  町長から御答弁をいただきました１番目から３番目に関しましては、私がこれをやるべきだ

という質問に対して、すぐこの場で「はい、そのとおりします」というわけにはいかないんだ

ろうというふうに思いますが、総じて答弁を通じて感じられましたことは、非常に前向きな御

答弁をいただいたという感じでございます。 

  ４番目の共有地利用、これに関してもう一度質問させていただきますけれども、共有者、県

とか国が想定している共有者というのは数名であって、なかなかこういうふうに数十名とか、
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あるいは 100名を超える単位での共有者を想定してないんですね。そうしますと、先ほど私も

質問の中で述べましたように、その方々からそれなりの手続をとるには全員からもらわなきゃ

ならない部分もある。あるいは、使用貸借に当たっては過半数でもよいというものの、全国に

散在している方々、最近聞くところによりますと、ハワイにまで権利者がいるんだという話も

聞くので、なかなか現実的な対応は難しいんだろうというふうに思います。 

  ただ、現に何百ヘクタールという土地を耕しているわけですから、この現実を避けて通るわ

けにはいかないんだろうというふうに思います。把握し切れない部分、法令で把握し切れない

部分に対しては、やはりその裁量をその地区ごとの自治体ごとの農業委員会に任されてはいい

んではないかという思いがありますし、違反する部分があるんであれば、どの部分だという、

むしろこちらからの働きかけの方が事を進めていきやすいのかなというふうにも思います。 

  民法 252条の過半数出しましたけれども、農地法で例えば18条でありますけれども、登記が

なくても農地を実際に利用していれば、後から何らかの権利を得た方々に対してきちんと対抗

できる旨が明示されているわけですから、それぐらい実際に耕作しているという重みは重いん

だろうというふうに思います。ですから、手続的なことを定めた規則、規範が幾らあったにせ

よ、現実的でない場合に対しては、やはりそれを上回る法令でそういった位置づけをきちんと

明示しているんであれば、やはりそれを重視する必要があるんではないかと。そして、余り小

難しく考えないで、農業委員会の裁量というところでお進めになったらいかがなものかなとい

うふうに思います。 

  単なる各個人が借りているんではなくして、管理組合である地権者組合というものを通して

借りているわけです。その地権者管理組合というのはどういう組織かといいますと、町自体が

そこに、その地区の権利者に対して課税をしているわけですから、その組織を通じて徴収して

いるわけです。立派な第三者機関だろうと思いますので、そういった組織を介して使用貸借を

結んでいる、しかも賃借料をそこを通じて毎年支払っているというんであれば、客観的事実と

してそういった形跡が残っている。証明にもなるんだろうというふうに思いますので、そうい

ったとらえ方をすればそんなに難しいものではないのかなというふうに思いますけれども、そ

の点をも含めて、もう一度お願いしたい。 

○議長（米澤秋男君） 農業委員会会長。 

○農業委員会会長（兎原伸一君）  お答えいたします。 

  ただいまの質問にですけれども、今こうするという返事はできませんけれども、ただいまの

地権者管理組合というようなお話が出ました。そこの中の役員の人たち、あるいは実際今現在
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耕作している人たちとの一度お話し合いをしたいというふうに思っております。それで、その

実態をどのような形になっているのか把握しないことには、ちょっとなかなかここでは返事で

きませんので、早急に町と協力しながらその話し合いの場をつくって、それでいろいろ検討し

ていきたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（米澤秋男君） ４番。 

○４番（一條 光君） 終わります。ありがとうございました。 

○議長（米澤秋男君） 以上をもちまして４番一條 光君の一般質問は終了いたしました。 


